
 

 

 

 

 

 

 

 

エリクソン・ジャパンなど グローバル企業が研究開発拠点等を立地 

～企業立地促進条例に基づき４件の事業計画を認定 累計認定件数は200件に～ 
 

  

このたび、「企業立地促進条例（横浜市企業立地等促進特定地域等における支援措置に関する条例）」

に基づき、令和８年９月７日付で新たに４件の事業計画を認定しました。今回認定した事業計画は、５Ｇな

ど先端技術の通信インフラを担うエリクソン・ジャパン株式会社によるＲ＆Ｄセンターの新設や、高速・低

消費電力な通信を実現する光電融合デバイスの設計開発支援を行うＮＴＴデバイスクロステクノロジ株式会

社など、グローバルに事業を展開する企業による立地計画です。 

平成 16年の制度開始以来、技術・研究人材の集積や交通利便性の高さなど、ビジネス環境における横浜の

強みを多くの企業に評価していただき、認定した事業計画は今回で累計 200件となりました。 

今後も、研究開発機能が集積する横浜の強みや魅力を生かし、企業集積の促進、そして横浜経済の持続的

な成長・発展につなげていきます。 
  
  

１ 事業計画及び企業の概要  

企業名 ①エリクソン・ジャパン株式会社 ②ＮＴＴデバイスクロステクノロジ株式会社  

事 

業 

計 

画 

の 
概 

要 

立地する
機 能 

研究開発拠点の新設 本社・研究開発拠点の新設 

立地場所 
西区みなとみらい５丁目１番２号 

横浜シンフォステージ 
保土ケ谷区神戸町 134 番地 

横浜ビジネスパーク 

立 地 の 

目 的 

グローバル及び日本市場向けの先進的な無線

ハードウェアやソフトウェア開発に注力するた

め、エリクソングローバルＲ＆Ｄネットワークに

おける重要な拠点として、横浜Ｒ＆Ｄセンターを

新設する。日本の主要通信事業者や国内ベンダー

との協業を深め、イノベーションの推進を図る。 

ＡＩ、ＩｏＴ、クラウドサービスの普及に伴い

増大するデータセンター等の省電力化・低遅延化

に寄与する光電融合デバイスの設計開発支援、高

信頼実装を主要な取組とする本社及び研究開発

拠点を市外から移転する。ＮＴＴのＩＯＷＮ構想

推進拠点の一つとして、次世代情報通信基盤の実

現に貢献する。 

事業開始日 令和 10 年４月（予定） 令和８年 11 月（予定） 

支援予定額 
（ 概 算 ） 

法人市民税（法人税割額）の課税免除 
7,020 万円（６年間※） 

法人市民税（法人税割額）の課税免除 
1,490 万円（５年間） 

申請区分 テナント型（100 人型） テナント型（100 人型） 

企 

業 

概 

要 

代表者 代表取締役 安東
あんどう

 宏
ひろ

昭
あき

、ジャワッド・マンスール 代表取締役社長 兒
こ

玉
だま

 聡
さとし

 

本社所在地 東京都港区海岸一丁目２番 20 号 川崎市幸区新小倉１番１号 

資本金 ３億 2,000 万円 １億円 

従業員数 1,006 名 230 名 

企業区分 大企業 大企業 

事業内容 
本国スウェーデンで製造した通信ネットワーク

機器の輸入・販売・設置工事等 
電子機器研究開発評価 

※みなとみらい 21 地域において、再生可能エネルギーを 100％活用した立地のため、課税免除対象期間５年を１年延長 

令 和 ８ 年 ９ 月 1 7 日 
経済局ビジネスイノベーション部 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

【裏面あり】 



 

 

企業名 ③ＮＯＦメタルコーティングス株式会社 ④株式会社ニフコ 

事 

業 

計 

画 

の 

概 

要 

立地する
機 能 

本社・研究開発拠点の新設 研究開発拠点の新設 

立地場所 
保土ケ谷区神戸町129番地の５ 

横浜ビジネスパーク 
神奈川区新浦島町１丁目１番 32 号 

アクアリアタワー横浜 

立 地 の 

目 的 

複数拠点の機能を集約することにより、営業力

を強化し、より高度な研究開発を行うため、本社、

研究開発拠点及び営業所を市外から移転する。 

独自の防錆
ぼうせい

コーティング技術を生かした高付加

価値製品の開発を行い、将来の事業拡大を見据え

た経営基盤の強化を図る。 

主に自動車の内外装に使用されるプラスチッ

ク製機能部品の研究開発を行うため、研究開発機

能の一部を市外から移転する。安定的な人材確保

を進め、研究開発機能を強化することで、グロー

バルな事業展開の推進を図る。 

事業開始日 令和９年 10 月（予定） 令和９年５月（予定） 

支援予定額 
（ 概 算 ） 

法人市民税（法人税割額）の課税免除 
3,700 万円（３年間） 

法人市民税（法人税割額）の課税免除 
6,460 万円（５年間） 

申請区分 テナント型（50 人型） テナント型（100 人型） 

企 

業 

概 

要 

代表者 代表取締役社長 首藤
しゅとう

 健志郎
けんしろう

 代表取締役 柴
しば

尾
お

 雅
まさ

春
はる

 

本社所在地 川崎市川崎区千鳥町３番３号 横須賀市光の丘５番３号 

資本金 １億 8,650 万円 72 億 9,000 万円 

従業員数 60 名 1,383 名 

企業区分 大企業 大企業 

事業内容 
環境対応型の完全クロムフリー水系防錆処理剤

の開発・製造 

工業用プラスチックファスナー等の 

合成樹脂成形品の開発・製造 

 

２ 立地場所 

①エリクソン・ジャパン株式会社 

【横浜シンフォステージ】 

②ＮＴＴデバイスクロステクノロジ株式会社 

【横浜ビジネスパーク】 

上：サウスタワー 下：ノーススクエアⅠ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【次頁あり】 



 

 

③ＮＯＦメタルコーティングス株式会社 

【横浜ビジネスパーク ラボオフィス PJ】 

令和９年４月竣工予定   

④株式会社ニフコ 

【アクアリアタワー横浜】 

 

  

 

３ 企業立地促進条例による認定実績 

今回の認定により、認定した事業計画の累計件数は 200 件となりました。認定事業者や

事業計画の概要につきましては、次のページでご覧いただけます。 

https://www.city.yokohama.lg.jp/business/keizai/yuchi/support/seido/ninteiitiran.html 

 

 

 

 

各企業 お問合せ先 

①エリクソン・ジャパン株式会社 
マーケティング＆コミュニケーション本部 

メールアドレス info.k@ericsson.com 

②ＮＴＴデバイスクロステクノロジ株式会社 事業管理室総務部 Tel 045-330-9681 

③ＮＯＦメタルコーティングス株式会社 経営企画部 Tel 044-280-3024  

④株式会社ニフコ 総務部 Tel 03-5476-4850  

※事業計画の詳細については、各企業へお問合せください。 
 

※本件は、横浜経済記者クラブへも同時発表しています。 

 

お問合せ先 

企業投資促進課企業誘致・立地担当課長       岩船 Tel 045-671-2595 

https://www.city.yokohama.lg.jp/business/keizai/yuchi/support/seido/ninteiitiran.html

